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 　　　刑事警察被害者支援推進要領の制定について

 

 〔沿革〕　平成１０年　　　　通達甲（刑．総．企）第２号

               １２年　３月　同（副監．総．企．被１）第３号

               １３年　６月　同第１８号

               １５年　４月　同（副監．総．企．組）第１４号

 ７月　同（副監．刑．総．企）第２３号

 　　　　　　　１６年　７月  同（副監．総．企．被管）第１４号

               １７年　３月　同（刑．総．企）第１号

               ２７年　３月　同（副監．総．企．組）第６号

 ２９年１０月　同（副監．刑．総．指１）第１７号

           令和　５年　７月　同第２７号

 ８年　３月　同（副監．総．企．組）第５号

 　　　　　　　　８年　７月　同（刑．２．聴）第５号改正

 

　このたび、警視庁犯罪被害者対策要綱（平成9年1月21日通達甲（副監．総．企．被1）第1

号）及び警視庁被害者連絡実施要領（平成9年1月21日通達甲（副監．総．企．被1）第2号）

に基づき、別添のとおり、刑事警察被害者対策推進要領を制定し、平成9年2月10日から実施

 することとしたから、運用上誤りのないようにされたい。

　おって、被害者等連絡の実施について（平成3年10月22日通達甲（刑．総．指2）第10号）

 は、廃止する。



 別添

 　　　刑事警察被害者支援推進要領

 

 第１  目的

　　この推進要領は、警視庁犯罪被害者支援要綱（平成9年1月21日通達甲（副監．総．企．

被1）第1号）及び警視庁指定被害者支援実施要領（平成12年3月14日通達甲（副監．総．

企．被1）第3号）に基づき、刑事警察における被害者支援の推進について、その基本的事

 項を定めることを目的とする。

 第２　被害者支援の推進

  　刑事警察は、警察が行う犯罪捜査の中心を担っているが、犯罪捜査活動には、被害者等

（被害者、遺族及び被害者が少年の場合等の保護者をいう。以下同じ ）の救済という側。

面がある一方、その進め方によっては、被害者等に、犯罪者から直接被る被害に加えて、

 更に精神的又は経済的な負担を与えかねないという側面もあると言える。

　　したがって、被害者等と最も密接に、かつ、長期間にわたって接触し、被害者等の置か

れた状況をよく知り得る立場にある刑事警察に従事する者は、犯罪捜査活動においては、

被害者等の人権を尊重し、被害者等の立場に立って、その要望に対応した諸対策を推進す

るとともに、捜査過程における被害者等の精神的負担等の軽減に努め、被害者等が犯罪捜

 査活動に協力しやすい状況を作り出す必要がある。

 第３　個別分野施策の推進

   １  指定支援の実施

 ⑴　初期支援及び被害者連絡の実施所属

       ア　初期支援は、原則として被害を認知した警察署において行うものとする。

イ　被害者連絡は、原則として当該事件を処理する警察署（以下「事件処理警察署」

 という ）において行うものとする。。

ウ　事件処理警察署は、次に掲げる事項に該当する場合は、被害者等の居住地を管轄

する警察署（以下「被害者居住地管轄警察署」という ）との協議により、被害者。

居住地管轄警察署に被害者連絡を依頼することができる。この場合、事件処理警察

署は、被害者居住地管轄警察署に対し、当該被害者連絡に必要な情報を提供するこ

 と。



 　(ｱ) 面接による被害者連絡を行う必要性が高い場合

 　(ｲ) 電話による連絡ができず、かつ、居住地が遠隔地である場合

 　(ｳ) その他被害者居住地管轄警察署が行うべき捜査上の必要性がある場合

 ⑵　被害者連絡実施期間

　ア　被害者連絡の実施期間については、原則として、被害者連絡に着手したときから

 当該事件の被疑者が検挙・起訴され、処分が確定したときまでとする。

　イ　指定支援責任者は、次のいずれかに該当する場合は、警察署長（以下「署長」と

いう ）の承認を受けて被害者連絡を終結するものとする。ただし、終結した後に。

 被害者連絡を再開すべき事情が生じたときは、署長に報告して再度実施すること。

 (ｱ) 被害者等が、明確な意思表示により被害者連絡を拒否した場合

 (ｲ) 被疑者未検挙のまま公訴時効が成立した場合

 (ｳ) 被疑者が死亡した場合

(ｴ) その他諸般の事情から、指定支援責任者が被害者連絡を終結することが適当で

 あると認めた場合

 ⑶　被害者支援総合管理システムによる登録

　　署長は、刑事警察における初期支援を実施した場合及び被害者連絡を終結した場合

は、被害者支援総合管理システム（以下「管理システム」という ）に登録するもの。

 とする。

 ⑷　その他

　　対象事件以外の事件の被害者等についても、この推進要領に準じた適切な対応に努

 めるものとする。

   ２　訪問・連絡活動との関係

 ⑴　被害者等の要望の有無の確認

　ア　被害者連絡員は、被害者等に対し、訪問・連絡活動の実施を要望するか否かを確

認することとするが、当該要望の確認は、捜査状況、被害者等の状況等を十分に勘

案し、訪問・連絡活動が行われても捜査活動上支障がないと認められるようになっ

 たときに行うものとする。

　イ　被害者連絡員は、被害者等に対して前アによる確認をする場合は、訪問・連絡活

動の制度があることを教示するだけでなく、その趣旨についても十分に説明するも



 のとする。

　ウ　被害者連絡員は、前記アによる確認の結果を管理システムに登録するとともに、

 指定支援責任者に報告するものとする。

 ⑵　訪問・連絡活動依頼時の留意事項

　ア　自署管内に居住する被害者等が訪問・連絡活動の実施を要望したときは、指定支

、 。援責任者は 訪問・連絡活動責任者に訪問・連絡活動の実施を依頼するものとする

 この場合、指定支援責任者は、次により、地域課との円滑な連携に努めること。

 (ｱ) 訪問・連絡活動の要請

（ 「 」　　訪問・連絡活動を実施する際に地域警察官が配意すべき事項 以下 配意事項

という ）がある場合は、事件担当捜査員は、その配意事項を指定支援責任者に。

報告し、これを受けた指定支援責任者は、その旨を訪問・連絡活動責任者に対し

 て連絡すること。

(ｲ) 被害者連絡員に、前(ｱ)の配意事項を管理システムに登録し、被害者連絡経過

票により明らかにしておくものとするが、その内容が捜査の遂行又は被害者等の

プライバシー保護の観点から支障がないと認められる場合に限り入力させるこ

と。配意事項が複雑な場合は 「訪問・連絡活動を実施する際の配意事項がある、

 ため、実施前に被害者連絡員あて連絡を要する 」などと入力させること。。

(ｳ) 被害者連絡員に、当該訪問・連絡活動を実施する地域警察官と連絡を密にとら

 せること。

　イ　被害者等が警視庁の他署管内に居住している場合において、被害者等が訪問・連

絡活動の実施を要望したときは、当該警察署の指定支援責任者に対し、依頼する訪

 問・連絡活動についての留意事項等を連絡するものとする。

 ⑶　訪問・連絡活動の実施状況の把握

　　指定支援責任者は、訪問・連絡活動責任者との連絡を密に行い、訪問・連絡活動の

実施状況を確実に把握し、未実施又は活動が停滞しているような状況があれば、実施

するよう申し入れるとともに、把握した内容については、被害者連絡員に確実に伝え

 るものとする。

 ⑷　訪問・連絡活動中止の要請

　　指定支援責任者は、実施中の訪問・連絡活動を捜査上の理由から中止させたい場合



は、訪問・連絡活動責任者に対し、当該活動を中止するように要請するものとする。

この場合、指定支援責任者は、被害者等に対し、訪問・連絡活動を中止する旨及び必

 要によりその理由を説明すること。

 　３　告訴・告発、被害届等の適正な受理

　　⑴　告訴・告発、被害届等の受理に当たっては、被害者等の立場に立って対応し、的確

な事件判断及び立件措置に努めるとともに、当該事案に関して刑事以外の部門又は他

の機関での対応が必要であると認められるものについては、これらに引き継ぐなどの

 適切な措置をとるものとする。

⑵　告訴・告発の相談及び受理に当たっては、告訴及び告発の取扱いについて（平成１

５年４月１日通達甲（副監．刑．２．資）第１５号 、犯罪捜査規範実施細目（平成）

１５年４月１日通達甲（副監．刑．総．指）第６号）等に基づき、適正な対応に努め

 るものとする。

 　４　被害品の速やかな還付手続等の徹底

　　　犯罪捜査等において、被害品の発見等に至った場合は、次の事項に配慮して還付又は

 仮還付の手続による速やかな被害回復に努めるものとする。

 ⑴　留置の必要性の的確な判断

　　既に留置の必要性が失われている押収物を漫然と占有することなく、留置の必要性

がないと判断される押収物については、還付の申立ての有無にかかわらず、還付しな

 ければならない。

 ⑵　留置の必要性の有無は、事件ごとに、次の事項を総合して判断すること。

 　ア　犯罪の態様

 　イ　押収物の証拠としての価値・重要性

 　ウ　押収物を還付した場合に、それが隠滅、毀〔き〕損等されるおそれの有無

 　エ　押収を継続することによって生じる被押収者の不利益の程度

 　オ　その他諸般の事情

 　５　性犯罪被害者支援の推進

⑴　性犯罪捜査指導官は、性犯罪捜査指導官及び性犯罪捜査員運用要綱（平成17年3月1

日通達甲（副監．刑．1．性1）第1号）等により、警察署における性犯罪捜査の指導

 等に当たるものとする。



⑵　署長は、自署管内で性犯罪事件が発生したときは、被害者が警察の事情聴取により

受ける精神的負担を緩和するため、可能な限り性犯罪捜査員を直ちに現場等に臨場さ

せ、被害者からの事情聴取等の捜査活動を行わせること。やむを得ない理由により自

所属の性犯罪捜査員を運用することができないときは、機動捜査隊等に勤務する性犯

 罪捜査員の派遣要請を考慮すること。

⑶　指定支援責任者は、性犯罪捜査員に対し、性犯罪被害者に対する被害者連絡を行わ

 せること。この場合において必要があるときは、刑事課幹部と共に行わせること。

⑷　署長は、性犯罪捜査員が講習等のやむを得ない理由で不在のときは、捜査第一課、

機動捜査隊、自動車警ら隊、鉄道警察隊又は生活安全特別捜査隊の性犯罪捜査員を被

 害者連絡員として要請することができる。

 第４　被害者等に対応する場合の具体的留意事項

 　１　基本的留意事項

⑴　被害者等に対応する場合は、被害者等の立場に立って真摯〔し〕に対応し、事務的

な取扱いや命令的な態度で応接することによって被害者等に不快感や恐怖心を与える

 ことのないように配意するものとする。

⑵　被害者等は、精神的にも痛手を受けているため、警察官の事情聴取に的確に対応す

 ることができないこともあることを理解しておくものとする。

⑶　死亡が明らかでない事件等の場合は、生存の可能性を考慮し、人命救助又は治療の

 措置を最優先に行うものとする。

⑷　殺人事件等の犯罪捜査活動は、葬儀等の行事と並行して行われるため、遺族等の心

情を理解し、死者及び遺族に対する礼を失することのないよう礼節ある態度で応対す

るとともに、遺族に対して刑事手続等を説明し、無用の心配を掛けないように配意す

 るものとする。

⑸　性犯罪事件の場合は、被害者のしゅう恥心に配意した対応をするとともに、被害者

 側にも落ち度があるといった言動・態度をしないものとする。

 　２　捜査活動推進上の留意事項

 ⑴　被害の受理

 　ア　被害者の安否の確認を優先し 必要があれば迅速に救急車を手配するものとする、 。

　イ　通報者を落ち着かせ、冷静に受理するとともに、事案の概要及び手配に必要な事



項を優先的に聴取して確実に組織に乗せることにより、不必要な重複聴取を避ける

 ものとする。

　ウ　被害者等の外観等から受ける第一印象による先入観に基づく差別的な取扱いは、

 厳に慎むものとする。

　エ　事案の概要等を聴取した後に、直ちに臨場し、関係者等を報道機関、近隣者等の

 面前から早期に隔離するものとする。

　オ　現場保存等を通報者に依頼する場合は、通報者の事情等も考慮し、過度の依頼を

 しないものとする。

　カ　不同意性交等事件等の臨場に当たっては、一見して警察車両と分かる車両の利用

は避けるとともに、できる限り私服で臨場し、臨場後は、早期に医師の診察を受け

 させるように配意するものとする。

 ⑵　被害者等の呼出し

　ア　被害者等に呼出しの連絡をする場合は、被害者等の意向を尊重して時間及び場所

 を選定し、被害者等に迷惑が掛からないよう十分配意するものとする。

　イ　出頭した被害者等が行き先に困らないように、警察署等の受付担当者に対し、呼

び出している被害者等の氏名をあらかじめ連絡しておくことなどの配慮をするとと

 もに、必要に応じて送迎等の便宜を図るものとする。

　ウ　約束した時間等を厳守し、警察の都合で被害者等を待たせたり、時間及び場所を

 変更したりしないものとする。

　エ　検察庁からの呼出依頼を受けた場合は、その理由について分かりやすく説明する

 とともに、必要に応じて送迎等の便宜を図るものとする。

 ⑶　事情聴取

　ア　刑事課長等の捜査幹部は、事情聴取を行う者を指名するなどにより、重複聴取を

 避けるものとする。

　イ　被害現場での事情聴取は、必要最小限度にとどめ、被害者等を付近の居住者又は

 報道関係者の目にさらさないように配意するものとする。

　ウ　事情聴取を行う場所は、被害者等のプライバシーの保護を第一に考えて選定する

 ものとする。

　エ　事情聴取時間をできるだけ短くするため、あらかじめ聴取事項をまとめておくも



のとする。ただし、事情聴取を短時間で済ませるために、その場限りの安易な約束

 をしてはならない。

　オ　事情聴取を行う者は、事情聴取をする前に、氏名等を明らかにして被害者等に無

用な不安感を与えることのないようにするとともに、侮辱を与えるような言動をと

 らないように注意するものとする。

 　カ　事情聴取の終了後は 謝辞と今後の協力依頼を告げることを忘れないものとする、 。

　キ　事情聴取が長時間にわたる場合は、食事、休憩等に配意するとともに、自宅等に

 残されている老人、幼児等の家族に対する配意を怠らないものとする。

　ク　事情聴取を行う者は、被害者等の要望事項については、刑事課長等に報告し、適

 切な措置を講ずるものとする。

　ケ　検察庁での取調べ、証人出廷、被害回復・救済方法の概要等について教示してお

 くものとする。

 ⑷　聞き込み

　ア　被害者等の名誉・プライバシーを侵害するような方法での聞き込みは避けるとと

もに、聞き込みで得られた情報を開示したり、情報源を漏らすようなことはしては

 ならない。

　イ　聞き込み先において、被害者等の状況を察知されないように注意するとともに、

 聞き込み事項等が安易に口外されないよう配意するものとする。

　ウ　第三者に対して性犯罪被害者等についての聞き込みを行う場合は、安易に被害者

 が判明されぬよう注意するものとする。

 ⑸　遺体の取扱い

　ア　遺体の搬送に当たっては専用バッグを使用するなど、遺体が第三者の目に触れる

 ことがないよう配意するものとする。

　イ　検視の施設がない場合においても、遺族に不快感を与える場所での検視は努めて

 避けるものとする。

　ウ　解剖の必要性について、遺族に十分理解させるとともに、死亡原因については、

 捜査に支障のない範囲で説明するものとする。

 　エ　解剖後の遺体の引渡予定について、確実に遺族に説明しておくものとする。

　オ　区・市役所等に対する死亡届の提出手続等についての説明は、事後の紛議が起こ



 ることのないよう、複数の遺族に対して行うものとする。


